
部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災総務費 防災危機管理諸費 9,507 9,485 防災危機管理分野の業務に要する経費 防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災対策費 防災訓練費 12,658 8,128

地震・風水害を想定し、発災時の応急復旧等に係
る実践的な防災訓練を行い、県・市町・防災関係
機関及び地域住民が一体となった防災対策の推
進を図る。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災対策費 気象情報収集事業費 26,681 26,681

自然現象に起因する災害による被害の軽減を図
るため、各種気象情報を迅速かつ体系的に入手
し、市町への伝達など、的確な防災体制の早期確
立を図る。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災対策費 防災対策事業費 45,461 45,375
２４時間の防災体制の確立や啓発など、迅速・的
確な防災対策を実施するために要する経費

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災対策費
防災情報提供プラット
フォーム整備事業費

43,240 43,240

災害時に被害の防止・軽減を図るため、被害情報
等を迅速・的確に把握し、県の災害対策活動を円
滑に進めるとともに県民に確実に情報を提供す
る。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災対策費 災害対応力強化事業費 89,818 9,818
大規模地震発生時の広域的な初動対応を迅速か
つ的確に実施できるよう震度計の更新を図る。

防災対策の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災対策費
災害対策本部機能強化事
業費

29,922 26,922
県災害対策本部の機能強化を図るため、防災服
の購入などを行う。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災対策費
自然災害に備える減災対
策緊急雇用創出事業費

26,931 0

風水害対策を含めた自然災害に強い地域社会づ
くりに向けて、ハザード地図の作成・提供、孤立対
策の支援検討など総合的な防災対策を市町ととも
に実施する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 地震対策費 地震対策推進事業費 12,980 8,764

いつ発生してもおかしくない状況下の東海地震、
今世紀前半の発生が危惧されている東南海・南海
地震及び活断層による直下型地震などに備えた
様々な地震対策を実施する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 地震対策費
みえの防災活力支援事業
費

60,233 55,125

地震への備えについて継続的な啓発を実施すると
ともに、伊勢湾台風５０年及びみえ風水害対策の
日の制定を契機とした風水害にかかる啓発イベン
トを実施する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 地震対策費
いのちを守る減災対策推
進事業費

104,767 104,767
市町が実施する津波対策や孤立対策等の地震対
策を支援し、減災に向けた県土づくりを推進する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 地震対策費 市町防災力向上事業費 12,631 12,570
市町が防災力を高める対策を容易に展開すること
ができるよう、防災力向上アドバイザーを派遣する
など、市町の防災力向上を支援する。

防災対策の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

防災危機管理
部

防災危機管理部 地震対策費
地域防災力向上支援プロ
ジェクト事業費

20,508 5,760

地方公共団体と連携して現場に密着した災害対
策の研究を行う三重大学とともに、県内地域・企業
等において地域防災の担い手となる地域防災リー
ダーの育成等を行うことにより、地域防災力の向
上に取り組む。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 地震対策費
自主防災組織活性化促進
事業費

1,332 1,332
地域防災の重要な役割を担う自主防災組織の活
動を活性化するため、地域防災教育センター研修
や自主防災組織等交流会を開催する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災会議費
三重県防災会議・石油コ
ンビナート等防災本部員
会議費

3,507 3,507

防災関係機関の総合的かつ計画的な防災対策の
促進を図るとともに、防災体制の円滑な整備促進
を図る。・防災会議、本部員会議、各専門部会の
運営・地域防災計画及び石油コンビナート等防災
計画の修正

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災拠点施設整備事業費
広域防災拠点施設整備事
業費

295,148 39,136
災害時における応急対策の活動拠点となる広域
防災拠点に必要な資機材の整備を行うとともに、
伊勢志摩に防災拠点施設の整備を進める。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災行政無線管理費 防災行政無線維持管理費 80,313 37,441

県防災行政無線設備の維持管理、関係機関との
連絡調整等を確実に行うことにより、非常災害時
の使用はもとより平常時の一般行政においても利
用できるようにする。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災行政無線管理費
三重県防災行政無線運営
協議会等負担金

160,539 158,387
防災行政無線の確実な運用を行うため、県防災
行政無線設備の維持管理を行う機関へ負担金の
納入を行う。

防災対策の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災行政無線整備事業費 防災行政無線整備事業費 20,000 5,000
気象警報・注意報の発表区域変更に伴う防災行
政無線設備の改修を実施する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部
防災ヘリコプター運航管理
費

防災ヘリコプター運航管理
費

676,292 190,292

防災ヘリコプター「みえ」を救急救助活動、災害応
急対策活動、林野火災防御活動等に活用し、本
県消防防災体制の充実強化を図る。また、５０００
時間特別点検を実施する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 国民保護費 国民保護対策費 2,505 2,505
国民保護協議会の運営を行うほか、「三重県国民
保護計画」に基づき、図上訓練を実施する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 消防費 消防行政指導事業費 7,567 7,567
県内の消防体制の確立を図るため、市町に対す
る連絡調整及び指導助言、消防職員・団員の表
彰、消防大会の開催等を行う。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 消防費 消防施設等整備費補助金 26,000 26,000
市町の消防防災行政の要となる消防施設の整備
拡充に対し補助を行い、地域防災体制の確立を
図る。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 消防費 消防広域化推進事業費 1,535 1,535
県内の消防体制の一層の強化・充実を図るため、
消防本部の広域化、消防救急無線のデジタル化
等について検討を行う。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 予防費
消防法関係免状交付、資
格者講習事業費

35,390 -9,409

火災予防思想の啓発普及、消防用設備の設置指
導、危険物取扱者及び消防設備士の講習並びに
危険物規制の消防機関に対する指導により、火災
及び危険物事故等の防止に努める。

防災対策の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

防災危機管理
部

防災危機管理部 消防学校費 消防職団員教育訓練費 12,745 12,745
県内の消防職員、団員及びその他防災従事者等
の資質向上を図る。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 消防学校費 学校派遣教官負担金 56,950 56,950
消防学校の教官として消防に関する相当の学識
経験を有する者の派遣を市消防本部等から求め、
学校教育水準の向上を図る。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 消防学校費 学校運営管理費 65,961 65,515 消防学校運営管理上必要とする経費。 防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 高圧ガス費 高圧ガス指導事業費 23,662 -18,381

高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガス製
造事業所等の保安管理に関する指導、監督を徹
底するとともに、許認可申請に対する厳正な審査
及び保安審査、立入検査の強化によって安全確
保を行う。また、高圧ガスの製造及び販売等に係
る免状の交付を行う。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 高圧ガス費
コンプライアンス推進事業
費

1,919 1,919

高圧ガス保安法に係る相次ぐ法令違反に対応す
るため、高圧ガス事業所に対してコンプライアンス
の徹底、事故の未然防止を推進するため、各種研
修等を実施する。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 銃砲火薬類取締費
銃砲火薬類許認可指導等
事務費

787 -3,167

火薬類の製造・販売・貯蔵・消費等の規制を行うこ
とにより火薬類による災害を未然に防止し、公共
の安全を確保する。また、猟銃等の製造・販売に
対する規制を行い、盗難等を防止する。

防災対策の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費
(千円)

本年度県費
(千円)

事業概要（目的） 政策体系名称

防災危機管理
部

防災危機管理部 電気関係取締費 電気工事業等指導事業費 6,003 -5,542

電気工事業者の登録及び電気用品の取締り並び
に電気工事士免状の交付等により、一般電気工
作物及び自家用電気工作物の保安の確保を図
る。

防災対策の推進

防災危機管理
部

防災危機管理部 消防費 救急業務高度化事業費 9,959 9,959

救急救命士制度を中心とした救急業務の高度化
を図るため、救急救命士の養成を行う救急振興財
団の研修所の運営経費を負担するとともに、研修
生派遣のための連絡調整を行う。

医療体制の整備

防災危機管理
部

防災危機管理部 消防費 救急救命活動向上事業費 7,772 7,772

さらなる救命率の向上を目指して、薬剤投与講習
等救急救命士の処置拡大教育を実施するとともに
救急救命士の資質向上のために新たな救急処置
技術の習得講習を行う。

医療体制の整備

防災危機管理
部

防災危機管理部 危機管理推進事業費 危機管理推進事業費 3,856 3,856

県政を取り巻くさまざまなリスクに対応するため、
危機発生の未然防止に努めるとともに、危機発生
時に迅速・的確な対応ができる職員の育成を行う
ために、各種職員研修を実施する。

みえ行政経営体系
による効率的で効
果的な県行政の運
営

防災危機管理
部

防災危機管理部 給与費 人件費 468,155 468,155
防災危機管理部職員の人件費１０月１日現在員
数５７名

人件費

防災危機管理
部

防災危機管理部 防災総務費 交際費 400 400
防災危機管理部を代表して、社会通念上必要と認
められる接遇、儀礼、交際等に要する経費

その他


